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トピックス２ 地⽅公共団体と連携した森林経営管理制度の推進
への貢献 

平成 31(2019)年４⽉に森林経営管理制度が導⼊されて以降、令和５
(2023)年末現在、1,132 の市町村、約 103 万 ha の森林で意向調査が実
施されるなど、各地域の実情に合わせた取組が進められています。 

こうした中、⼀部の市町村では、施業を実施すべき森林の所在地が分
散していることにより効率的に森林施業※を進めることが難しいといっ
た課題があります。国有林野事業では、国有林野と⺠有林野が近接して
いる地域において、国有林野と⺠有林野を⼀体として効率的な森林整備
に取り組む「森林共同施業団地」を設定することにより、地域における
森林施業の集約化を促進し、森林経営管理制度の推進に貢献しています。 
 
① 森林作業道や⼟場の共⽤・協調出荷の取組 

(秋⽥県⼤館市・⽶代東部森林管理署) 
⽶代東部森林管理署、秋⽥県⼤館市及び北⿅地域林業成⻑産業化協議

会は、効率的な森林施業を⾏うため、令和２(2020)年度に「⼤館市森林
整備推進協定」を締結し、森林経営管理制度に基づく経営管理権集積計
画作成地区の隣接地に 341ha の森林共同施業団地を設定しました。 

この団地設定により、同制度に基づく主伐や再造林の際に、団地内の
森林作業道※や⼟場などを共⽤できるようになったことから、令和３
(2021)年度には、当該団地で搬出間伐等と協調出荷を⾏うとともに、隣
接する私有林について経営管理実施配分計画が作成され、主伐・再造林
が実施されました。 

また、同制度の更なる推進や持続的な森林経営を⽬指し、令和５(2023)
年度に、協定対象地域を⼤館市全域に拡⼤しました。今後は、新たな森
林共同施業団地の設定も視野に⼊れ、引き続き集約化による効率的な森
林整備を進めていくこととしています。 

 
 
 
 
 
 

共同⼟場の活⽤ 
(令和６(2024)年８⽉ 秋⽥県
⼤館市岩瀬沢外１国有林) 
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② 森林共同施業団地を核にした⺠有林の集積・集約化の取組 
 (愛媛県⻤北町・愛媛森林管理署) 

愛媛森林管理署、愛媛県⻤北町及び近永地区町有林管理組合は、町有
林と国有林が連携して効率的な森林整備を⾏うため、令和５(2023)年度
に、「⻤北町奈良地区森林整備推進協定」を締結し、204ha の森林共同
施業団地を設定しました。この協定に基づき、林道や森林作業道を開設・
修繕し、効率的な森林整備や⽊材搬出を⾏うこととしています。令和６
(2024)年度は、⺠有林で整備予定の森林作業道と連結し相互利⽤できる
よう、あらかじめ国有林内において森林作業道を 1,043ｍ開設しました。 

同団地周辺には個⼈所有の森林が多数所在しています。同町が、森林
経営管理制度の取組として、森林所有者に対し森林の経営管理に関する
意向調査を実施した結果、同町に森林の経営管理を委託したいと回答し
た者が多くみられました。このため、同町では、今後、当該私有林にも
森林共同施業団地を拡⼤し、国有林の林道や森林作業道も活⽤して効率
的に森林整備を進めていくこととしています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
森林経営管理制度に関しては、令和７(2025)年５⽉に森林経営管理法

及び森林法の⼀部を改正する法律が公布され、現⾏の仕組みに加えて、
受け⼿となる林業経営体など地域の関係者が森林の経営管理の将来像を
共有し、経営管理の集約化を通じた森林資源の循環利⽤を進める新たな
仕組みが創設されることとなりました。 

国有林野事業では、この新たな仕組みを含む森林経営管理制度の推進
に貢献できるよう、引き続き、地⽅公共団体と連携した取組を推進して
いきます。 

森林整備協定位置図 
(⾚⾊…町へ経営管理
を委託する意向が⽰
された私有林） 


